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提出必須書類のチェックリスト 

 

【提出必須書類】 

 応募書類・

様式 

書類詳細・

形式 

備考 

□ 様式 1 

同意書 

PDF 形式 • 共同企業体を構成する場合は、様式 1 の提出をもって確認します。 

ポイント 

⚫ 今年度の様式を使用していること。 

⚫ 日付が正しく記載されていること。 

⚫ （共同企業体としての応募の場合は、構成企業も含めて）代表者の署名

がされていること。 

□ 様式 2 

企画書 

PDF 形式 • 様式 2 のコメントは削除して提出してください。 

• ご提案の製品・技術・サービスにおける既往の製品パンフレットも補足資料として

提出可能です。 

ポイント 

⚫ 応募区分（ニーズ確認調査/ビジネス化実証事業）に応じた正しい様式を

使用していること。 

⚫ 表紙の必要事項が正しく記載されていること。 

- 案件名は和文・英文ともに入力必須。 

- 共同企業体での応募の場合、提案代表法人のみではなく、共同企業体

を含む全ての構成企業を含む法人名が記載されていること。 

□ 様式 3 

調査支援

対象経費

積算表 

PDF 形式 • 別添資料 2.調査支援対象費目を参照の上、記載ください。 

ポイント 

⚫ 最下行の合計金額が経費上限以内であること。 

□ 財務諸表

（貸借対

照表及び

損益計算

書） 

直近 3 期

分 

（1 期一

年とする） 

提案法人

所定様式 

PDF 形式 • 共同企業体を構成する場合は、全ての構成員について提出が必要です。 

• 設立後 3 期経過していない場合は、確定している期を全て提出ください。 

• 企業名（連結ではなく単体）が記載された貸借対照表と損益計算書を提出く

ださい。 

ポイント 

⚫ 貸借対照表および損益計算書であること。（残高試算表等では受付不

可） 

⚫ 直近から 3 期分が揃っていること。 

- なお、決算月により、対象期中に 1 年（12 か月）に満たない期がある

場合は、4 期分を提出してください。 

⚫ 貸借対照表および損益計算書にて、法人名が明記されていること。 
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□ 登記事項

証明書 

 

PDF 形式 

法務局にて

発行の「現

在事項全

部証明書」 

発行日が応

募書類提

出締切日か

ら 4 カ月以

内のもの 

• 共同企業体を構成する場合は、全ての構成員について提出が必要です 

• 「履歴事項全部証明書」での提出も可能です。ただし、ウェブサイト上の提出のた

めファイルサイズの上限（10MB）あり。 

ポイント 

⚫ 発行日が応募書類提出締切日から４カ月以内の書類であること。 

⚫ 落丁や見切れがなく全ページ揃っていること。 

□ 納税証明

書（その 3

の 3） 

PDF 形式 

税務署にて

取得可能 

発行日が応

募書類提

出締切日か

ら 4 カ月以

内のもの 

• 共同企業体を構成する場合は、全ての構成員について提出が必要です。 

• 納税証明書（その 3 の 3）をご提出ください。 

※ 市区町村発行の「法人事業税」等の納税証明書、納税時の領収書、納税

証明書（その 1）や（その 3）等では受付できません。 

※ 電子納税証明書（納税証明データシート ）での提出も可能です。 

ポイント 

⚫ 発行日が応募書類提出締切日から４カ月以内の書類 であること。 

□ ※中小企

業団体のみ 

中小企業

団体の設

立許認可

書等 

PDF 形式 

 

• 当該法人が応募資格要件に当てはまる中小企業団体であることを示す、所管

行政庁が交付する設立認可書の写し等を提出ください。 

ポイント 

⚫ 中小企業団体（事業協同組合、事業協同小組合、企業組合、協業組

合、商工組合）に該当する場合のみ提出が必要な書類であり、中小企

業、中堅企業、大企業、その他の法人区分の場合は提出不要。 

⚫ 共同企業体での応募で、構成企業が中小企業団体の場合は当該書類を

提出すること。 
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【任意提出書類】 

 応募書類・ 

様式 

書類詳細・ 

形式 

備考 

□ 

様式 4 金

融機関確認

書 

PDF 形式 

 

• 3 年以上出融資にかかる取引関係のある金融機関から本支援事業への応

募及びその後の海外ビジネス展開について確認を得ている旨の書面提出があ

る場合、審査に際して評価に加味します。 

• 本確認書面は、本紙（募集要項）「第 5 応募に係る諸条件 2.地域金融

機関連携案件による応募」とは異なります。地域金融機関連携案件であって

も、該当する場合は「金融機関確認書」を提出してください。 

ポイント 

⚫ 今年度の様式を使用していること。 

□ 

ワーク・ライフ・

バランス等推

進企業に関

する認定書 

 

PDF 形式 • ワーク・ライフ・バランス等の実現に向けた取組を推進するため1、以下の書面提

出がある場合、審査に際して加味します。 

✓ 女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」 

✓ 次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定・プラチナくるみん認定」 

✓ 若者雇用促進法に基づく「ユースエール認定」 

・ これらの認定書類は代表提案法人のみが対象となります。 

ポイント 

● 以下の認定書類は代表提案法人のみが対象となります。 

- 女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」 

- 次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定・プラチナくるみん

認定」 

- 若者雇用促進法に基づく「ユースエール認定」 

 

 

 
1 社会全体で、女性活躍の前提となるワーク・ライフ・バランス等の実現に向けた取組を進めるため、新たに、女性活躍推進法第 20条に

基づき、ワーク・ライフ・バランス等推進企業をより幅広く加点評価することを定めた「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の

活用に関する取組指針」（平成 28年 3月 22日付すべての女性が輝く社会づくり本部決定）に基づく。 


